平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費
	事業名: サイバー犯罪対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　警察本部 警備部  　 警備一課     　電話番号：058-271-2424 (内5711)

　　　　　　　　　　　　警察本部 生活安全部 生活安全総務課 電話番号：058-271-2424（内3011）

　　　　　　　E-mail：c18883@pref.gifu.lg.jp 

c18879@pref.gifu.lg.jp
	事業費


補正要求額：75千円
（現計予算額：3,877千円　　補正後予算額：3,952千円）

	要求内容


	１　要求の内容


サイバーテロやサイバーインテリジェンスに対し、迅速・適正な捜査、被害の拡大防止、未然防止のため、国費整備された捜査用端末を運用するのに必要となる通信関連経費を要求する。
※　サイバーインテリジェンス…サイバー空間におけるスパイ活動のこと

	２　所要経費


インターネット通信に要する経費　　　　　75千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
４　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
・　警察力を強化する
	２　これまでの取組状況


（1） サイバー犯罪捜査用資機材整備事業

サイバー犯罪捜査用資機材を活用して、不正アクセス、ネット詐欺等のネッ

ト関連犯罪の厳正な取締り、検挙に努めている。

（2） サイバー犯罪捜査官研修事業

サイバー犯罪捜査官は、あらゆるサイバー犯罪に対する対処技術を常に向上

させ、同事案の捜査、被害の拡大防止、未然防止のためのセキュリティーサポ

ート等高度な知識技術の修得を図っている。

（３）　「岐阜県サイバーテロ対策協議会」の設立
平成22年９月、県内の重要インフラ事業者、警察との緊密な連携体制を構築し、事案の未然防止、発生時の被害拡大防止及び捜査等について迅速・的確な対応を図る態勢の確立を目的に設立し、定期的に会合を開催し、情報交換、情報共有に努めている。
	３　これまでの取組に対する評価


サイバー犯罪捜査用資機材の整備を順次進めているとともに、サイバー攻撃等に対処するための高度な最新技術を修得した捜査官の養成に努めており、その結果、不正アクセスなどサイバー犯罪事件の検挙に繋がっている。今後も、新たな犯罪に対応するため、最新機器の導入や高度な技術を持った捜査官の養成を推進する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	3,877
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,877

	補正

要求額
	75
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	75

	決定額
	75
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	75


